
物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結した日
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文
及び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

Ｒ６水質事故対策支援シス
テム保守・改良業務

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
関東技術事務所長
小櫃　基住
千葉県松戸市五香西6-12-1

令和6年4月1日

日本工営（株）東
京支店

千代田区麹町5丁目
4番地

2010001016851

会計法29条の3第4項
予決令第102条の4第3号

　本業務は、関東地方整備局管内で発生した水
質事故を関係各機関へ迅速かつ正確に伝達する
ための水質事故対策支援システム及び汚濁物質
排出事務所検索システムについて、システム利
用者の利便性向上のための保守点検及び改良を
行う業務である。
　水質事故情報は事故対応に資する重要な情報
であるため、システム障害発生時には迅速な対
応を行わなければならない。そのためにはシス
テム構築の知識や経験があるだけではなく、本
システムの構造及び機能に精通した知識と経験
が必要不可欠である。
　このことから、技術的要件等を兼ね備えてい
る上記法人を特定者とし、本業務の実施を希望
する者の有無を確認する目的で、参加意思確認
書の提出を招請する公募を実施した。
　公募の結果、参加意思確認書の提出がなかっ
たため、上記法人と契約を行うものである。

非公表 11,429,000 － －

Ｒ６建設技術展示館リ
ニューアル検討業務

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
関東技術事務所長
小櫃　基住
千葉県松戸市五香西6-12-1

令和6年5月14日

（株）エム・
シー・アンド・
ピー

千代田区紀尾井町
4-1 新紀尾井町ビ
ル

2120001041913

会計法29条の3第4項
予決令第102条の4第3号

　本業務は、関東技術事務所構内の建設技術展
示館について、Ｒ７年度に予定されている第１
７期リニューアルに向けた展示ブースエリア及
び施設等のリニューアルを検討するものであ
る。
　本業務を遂行するためには、高度な企画力を
必要とすることから、配置予定技術者の経験及
び能力に加え、ブースレイアウトにおける効果
的な検討手法について企画提案を求めるため、
企画競争により公募を行ったところ、１者から
企画提案書が提出された。
　企画提案書を審査した結果、株式会社エム・
シー・アンド・ピーは、本業務を遂行するため
に必要な配置予定技術者の経験・能力を備えて
おり、また、「実施方針・実施フロー・工程計
画・その他」及び「特定テーマ」に係る技術力
を備えていると認められる。
　上記より、株式会社エム・シー・アンド・
ピーは当該業務の実施にあたり適切と認められ
るため、契約を行うものである。

11,297,000 11,297,000 100% －

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結した日
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文
及び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

Ｒ６汚濁物質排出事業所検
索システム改良業務

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
関東技術事務所長
小櫃　基住
千葉県松戸市五香西6-12-1

令和7年2月17日

日本工営（株）東
京支店

千代田区麹町5丁目
4番地

2010001016851

会計法29条の3第4項
予決令第102条の4第3号

　本業務は、汚濁物質排出事業所等検索システ
ムについて、システム利用者の利便性向上のた
めの保守管理及び改良等を行うものである。
　本業務を遂行するためには、高度な企画力を
必要とすることから、配置予定技術者の経験及
び能力に加え、汚濁物質排出事業所等検索シス
テムの動作速度改善にあたっての留意点につい
て企画提案を求めるため、企画競争により公募
を行ったところ、１者から企画提案書が提出さ
れた。
　企画提案書を審査した結果、日本工営株式会
社は、本業務を遂行するために必要な配置予定
技術者の経験・能力を備えており、また、「業
務実施方針及び手法」、「特定テーマに対する
提案」及び「ＷＬＢ等の推進に関する指標につ
いての適合状況」に係る技術力を備えていると
認められる。
　上記により、日本工営株式会社は当該業務の
実施にあたり適切と認められるため、契約を行
うものである。

13,882,000 13,882,000 100% －

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）


